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中小企業の従業員を対象とし、事業主が金融機関を通じて毎月一定の掛金を納付すると、従業員
が退職したときに、独立行政法人勤労者退職金共済機構から直接当該従業員に退職金が支給され
る仕組み。

掛金月額：5,000円～30,000円
（短時間労働者については

2,000円～4,000円も可）
2５年度末在籍者の平均掛金月額：9,232円

従業員

掛金助成

国

④退職金の支払＊

原則一時金払
分割払も可

３６万２，０００所

３２３万９,０００人

掛金払込

（金融機関）

２７万５,０００件
３,６１９億円

①退職届の提出独立行政法人
勤労者退職金共済機構 中小企業事業主

③退職金請求

②退職時に退職金共済手帳
（請求書）を交付

＊ 加入企業退職時に、被共済者からの請求により退職金を支給
掛金月額と掛金納付月数に応じた基本退職金（予定運用利回り１％）
と機構の運用実績により付加される付加退職金を合算した額

※ 数値は平成25年度時点

このほか、特定業種（建設業、清酒製
造業、林業の3業種）において期間雇用
される従業員を対象とした特定業種退職
金共済制度がある。

中小企業退職金共済制度の概要
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掛金払込
（証紙の購入）

証紙

独立行政法人
勤労者退職金共済機構

従業員

中小企業事業主

掛金助成

国

②退職金の支払＊

掛金日額
建設業 ３１０円
清酒製造業 ３００円
林業 ４６０円

建設業 ４６９億円
清酒製造業 ２億円
林業 １６億円

建設業 ３０１万２，０００人
清酒製造業 １６，０００人
林業 ３９，０００人

建設業 １７万１，０００所
清酒製造業 ２，０００所
林業 ３，３００所

（金融機関）

労働者の手帳
に証紙貼付①退職金請求

＊ 被共済者が当該特定業種から引退する（働
くことをやめる）ことを決めて退職金を請求
した場合に支給

※ 数値は平成25年度時点

特定業種(建設業、清酒製造業、林業の三業種)の中小企業において期間雇用される従業員を

対象とし、現場で働く期間雇用者が所持する共済手帳に事業主が雇用日数に応じ共済証紙を貼
付し、当該期間雇用者が業界で働くことをやめたときに、独立行政法人勤労者退職金共済機構
から直接当該期間雇用者に退職金が支給される仕組み。

特定業種退職金共済制度の概要
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勤労者財産形成貯蓄（財形貯蓄）制度は、５５歳未満の勤労者（一般財形貯蓄については
年齢の制限なし）が財形貯蓄取扱機関と契約を締結し、事業主が勤労者に代わって賃金
から天引き預金する方法により貯蓄を行う制度。財形年金貯蓄及び財形住宅貯蓄につい
ては、その利子等について税制上の優遇措置が講じられている。

勤労者財産形成貯蓄制度の概要

財形年金貯蓄(S57.10～) ※貯蓄開始は55歳未満

○年金として受取（満60歳以上）
○定額型・逓増型・前厚型から受取方法を選択
●財形住宅と合わせて550万円（生命保険等の

場合は385万円）まで利子非課税
契約数193万件、貯蓄残高3兆3,751億円（H26.3末）

一般財形貯蓄(S46.6～) ※年齢要件なし

○目的自由
○社内預金が廃止の場合は、一括預替が可能
●利子等は課税
契約数590万件、貯蓄残高10兆7,153億円（H26.3末）

財形住宅貯蓄(S63.4～) ※貯蓄開始は55歳未満

○住宅の取得・増改築等の費用に充当
●財形年金と合わせて550万円まで利子非課税

契約数87万件、貯蓄残高2兆1,153億円（H26.3末）

勤労者財産形成貯蓄制度
（財形貯蓄取扱機関：銀行、証券、生保、損保等）

労働組合
又は従業
員の代表

事業主勤労者

財形取扱
金融機関

①給与天引・
預入協定

②財形貯蓄契約

④ 預入
代行

③

給与
天引

【財形貯蓄制度の仕組み】
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財形持家融資制度の概要

○財形貯蓄制度を利用している
勤労者に対し、持家の取得等の
資金を融資

○(独)勤労者退職金共済機構が
事業主等を通じて行う転貸融資、
公務員に対してその共済組合が
行う直接融資、これらの融資を
受けることができない勤労者に
対して(独)住宅金融支援機構
及び沖縄振興開発金融公庫が
行う直接融資がある。

○融資限度額… 財形貯蓄残高の
10倍（最大4,000万円）

○貸付金利（5年固定）…年0.91％
（平成26年7月1日現在）

○償還期間… 35年以内

財形融資制度(S52.7～)
(独)勤労者退職金共済機構等が債券の
発行及び借入金により、財形貯蓄取扱
機関より資金を調達（財形貯蓄総残高
の１／３を限度）して融資

財形持家融資制度は、財形貯蓄を利用している勤労者に対し、保有する財形貯蓄残高の
10倍（上限4,000万円）までの範囲内で、事業主を通じて（転貸融資）又は直接に（直接融
資）、住宅を建設・購入又は改良するために必要な資金を融資する制度。

【財形融資制度の仕組み】

財形取扱
金融機関

事業主

勤労者
勤労者退職
金共済機構

②債券・借入金
により
資金調達

①財形貯蓄
を利用

④
住宅資金
を転貸

③
住宅資金
を融資

※(独)住宅金融支援機
構、沖縄振興開発金
融公庫、国家公務員
共済組合が行う融資
は、事業主を介さず
勤労者に直接融資

平成25年度末実績
融資件数：1,331件
融資額：223億円
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中小企業退職金共済制度を巡る状況について
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1000人以上
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（％）

従業員数

○ 民間企業における退職金制度の実施状況
中小企業における実施割合が大きく低下。大企業と中小企業における格差が拡大。

○ 中小企業（従業員数30～99人）が導入している退職金制度の内訳
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中小企業における中小企業退職金共済制度の重要性は、一層高まっている。
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36.8％

3.5％

【平成25年】【平成９年】

出典：厚生労働省「就労条件総合調査」（平成９年は「退職金制度・支給実態調査」）
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（年度）

勤労者財産形成貯蓄（実績）
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